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中国ニュース1.15-1.21

HEADLINES

ドイツ中央銀が人民元を外貨準備に組み入れ
中国2017年の貿易成長率が6年ぶりの高水準　
中国の中央企業、利益総額が6年ぶりに2ケタ増
民宿など新興観光産業に過剰投資の兆し　
中国の自動車メーカー・広汽集団がキューバに進出
北京の中古不動産価格が8カ月連続で下落
2017年の中国地方政府の債券発行額が4兆3581億元に
自由貿易サービスセンター11ヶ所が運営スタート
聯通と騰訊が提携、ビッグデータ研究所を共同設立
80後・90後が不動産購入者の6割占める
ドイツ中央銀が人民元を外貨準備に組み入れ
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【新華網　1月16日】ドイツ連邦銀行（中央銀行）理事会のアンドレアス・ドンブレット理事は15日に香港で、「欧州中央銀行（ECB）が昨年6月に5億ユーロ（1ユーロは約135.8円）相当の人民元を外貨準備に組み入れたのに続き、ドイツ連邦銀行も昨年、人民元資産を外貨準備に組み入れることを決定した」と述べた。ただドンブレット理事は連邦銀が組み入れる人民元資産の具体的な金額は明かさなかった。連邦銀行のヨアヒム・ビュルメリング理事は、「人民元資産を外貨準備に組み入れるのはドイツ中央銀行の長期的多様化戦略の一部であり、グローバル金融システムの中でますます重要さを増す人民元の位置づけを反映したものでもある」と述べた。
中国2017年の貿易成長率が6年ぶりの高水準
【証券日報　1月16日】商務部は2017年に、貿易企業による国際市場および国内における配置、商品構造、経営主体、取引方法をめぐり「5つの最適化」を強力に進め、対外貿易のモデル転換と高度化のモデル拠点、貿易プラットフォーム、国際販売ネットワークの「3つの建設」を加速した。このほか、対外貿易の新業態形成の後押し、加工貿易の革新的発展と段階的移転、積極的で効果的な輸入政策を推進した。これにより、対外貿易の発展は顕著な成果を上げた。海関総署（税関）の統計では、2017年の中国貿易総額は27兆7900億元で、前年より14.2％増加した。うち、輸出は同10.8％増の15兆3300億元、輸入は18.7％増の12兆4600億元。貿易黒字は2兆8700億元と、14.2％縮小した。
中国の中央企業、利益総額が6年ぶりに2ケタ増
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【北京商報　1月16日】中国の中央企業改革をめぐり、新年度の新たな青写真が徐々に実行されている。1月15日に開催された中央企業・地方国有資産監督管理委員会（国資委）責任者会議で、昨年の中央企業の年間営業収入は前年比13.3％増の26兆4千億元、利益総額は15.2％増の1兆4千億元となり、それぞれ5年ぶり、6年ぶりの2ケタ増だったことが明らかにされた。
民宿など新興観光産業に過剰投資の兆し
【中国新聞網　1月15日】中国社会科学院観光研究センターが作成した「観光緑書：2017-2018年中国観光発展の分析と予測」によると、民宿などの新興観光産業分野にすでに過剰投資の兆しがみられるという。緑書は、「ここ数年、中国は全体として投資の伸びが鈍化したが、観光への投資は30％近いペースで急成長を維持している。国家観光局の予測では、2017年には中国の観光投資が1兆5千億元（1元は約17.2円）を上回る見込みだ。」と指摘した。他方、「大量の資本が豊富な観光商品の供給に投入されると同時に、一部の分野、一部の地域には過剰投資の兆しがすでに見え始めている。オンライン観光産業、観光総合体（ツーリズムコンプレックス）、民宿、キャンピングカーで利用できるキャンプ場、特色ある小村などの新興分野は『過剰投資－過当競争－悪性競争－産業への損害』というおきまりの道を進む可能性がある。投資の成否は市場の行為に過ぎないがが、ここからもたらされる資源の浪費、生態環境の破壊、社会的影響は注視すべき社会問題だ」と述べた
中国の自動車メーカー・広汽集団がキューバに進出
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【人民網　1月19日】中国の自動車メーカー・中国広汽集団は17日、キューバの首都ハバナで、独自ブランドである広汽伝祺の納車セレモニーを開催した。これで同社は正式にキューバ市場進出を果たすことになる。今回納車されたのは、高級車GA8、60台とスポーツ用多目的車（SUV）GS4、30台だ。在キューバ中国大使館の陳曦大使はセレモニーで、「中国製の車がキューバの市場に多く進出し、さらに多くの選択肢とさらに良いサービスをキューバの国民に提供できるということは、両国の貿易分野の連携が一層拡大しているということ」と述べた。
北京の中古不動産価格が8カ月連続で下落
【新京報　1月19日】過熱していた北京の中古住宅市場は2017年にクールダウンし、取引件数が大幅に減少し、価格も少しずつ下落している。中国国家統計局が18日に発表した昨年12月の中・大都市70都市の住宅価格統計によると、「分類した調整と都市に合わせた政策実施」をテーマにした不動産市場調整政策が継続して効果を発揮し、北京の不動産価格は安定して下落している。統計によると、12月、北京の新築の不動産価格は前月比で横ばい、前年同期比で0.2％下落だった。中古住宅の価格は前月比で0.4％下落、前年同期比で1.6％下落した。北京の中古住宅価格の下落幅は引き続き中国で最大だ。
2017年の中国地方政府の債券発行額が4兆3581億元に
【中国政府網　1月18日】財政部（省）は17日、2017年の地方政府の債券発行および債務残高の状況を発表した。それによると、昨年1～12月には、全国で発行された地方政府債券は4兆3581億元（1元は約17.3円）だった。このうち一般債券が2兆3619億元、特別債券が1兆9962億元。用途によって区分すると、新規発行債券が1兆5898億元、置換債券が2兆7683億元だった。第12期全国人民代表大会（全人代）第5回会議での審議承認を経て、17年の全国地方政府債務の上限額は18兆8174億3千万元とされた。このうち一般債務が11兆5489億2200万元、特別債務が7兆2685億800万元。17年12月末現在、全国地方政府債務残高は16兆4706億元で、全人代で承認された上限額の範囲内に収まった。
自由貿易サービスセンター11ヶ所が運営スタート
【新華網　1月16日】中国国際貿易促進委員会が15日に明らかにしたところによると、これまでに同委員会の自由貿易試験区サービスセンター11ヶ所が運営をスタートし、すべての試験区がカバーされたという。同センターは同委員会が各試験区に設立したもので、貿易投資の促進、商事法関連サービス、代理人ビジネスを中核的内容とし、同委員会と地方の貿易促進委員会の資源を統合・結集し、自由貿易試験区にある企業と関連部門により近い場所からサービスを提供する総合的公共サービス機関となる。
聯通と騰訊が提携、ビッグデータ研究所を共同設立
【第一財経網　1月15日】聯通ビックデーター有限公司と騰訊公司（テンセント）は14日に北京で戦略的協力合意に調印し、これから情報セキュリティや金融詐欺防止などさまざまな分野で協力を展開することになった。今回の合意調印は、聯通とテンセントのビッグデータ分野における協力を深化させるものだ。双方は今後、それぞれの優位性を融合させ、ビッグデータ研究所を共同設立し、クロスプラットフォームでのデータ融合、データ発掘能力、サイバーセキュリティ技術、産業チェーンの統合などの各方面に資源を投入し、関連技術の研究開発を進める。また通信分野のセキュリティ、金融詐欺防止などの分野で関連製品を共同開発し、社会の関心が集まる問題に対応するという。
80後・90後が不動産購入者の6割占める
【北京日報　1月18日】不動産大手・偉業我愛我家集団がこのほど発表した報告書「2018年不動産マネジメント産業発展トレンドの展望」によると、中国不動産市場の主な矛盾は「住宅不足の解消」からすでに「住まいの質の向上」に移り変わりを見せているとした。小から大へ、遠から近へ、住宅環境もより完備された不動産へといったような不動産ニーズがすでに新時代の人々の不動産購入における主なニーズになっているとしている。データをみると、北京の不動産賃貸利用者の年齢分布では90後（1990年代生まれ）が41％、80後（80年代生まれ）が28％を占め、17年の北京の中古住宅購入者の年齢分布では80後が52％、90後が10％を占めた。中国は80後と90後を中心とした不動産消費の時代に入ったといえる。
高い価格設定にも関わらず、なぜスターバックスは中国で成功しているのか
京都学園大学准教授
桑村テレサ
アメリカのシアトルに本社を置くスターバックスがいま、中国において大躍進している。その商品価格が他国の価格より高く設定されているにも関わらず。なぜだろうか。

スターバックスは1971年、3人のコーヒー好きの大学生がシアトルのパイク・プレース・マーケットに1号店を開店、現在では世界70カ国余りに計24,000店を展開している世界最大のコーヒーチェーンである。スターバックス発展の立役者は現CEOのハワード・シュルツ(Howard Schultz)。彼は1982年にスターバックスに入社、1986年に一度退社するも、翌年に数名の投資者とスターバックスの株をすべて取得した。株価は2009年からの6年間で一時1,300％増となり、株価の市場価値(Market Capitalization)は千億ドル近くとなった。
スターバックスが中国に1号店を出したのが17年前。場所は北京であった。その後10年間で、毎年30～50店舗を出店していくが、2012年以降は出店数が急上昇。2016年10月には中国全土で2,300店舗まで増加し、アメリカに次ぐ店舗数となっている。今後、スターバックスは2021年までにアメリカの店舗数を上回る5,000店舗を中国で出店する計画でおり、スターバックスにとって中国は最も有力な市場となっている。

興味深いことに、中国のスターバックスの商品価格は当初からアメリカ本土に比べて30％から40％も高い。2016年6月16日には価格をさらに1～2元引き上げた。これに対し、中国CCTVの記者は「スターバックスは欧米より中国でかなりの利益をあげている」と批判的報道を展開したが、この報道に対して、経済学や財務学の常識を知らない意見だと多くの中国人が反論した。ちなみに、スターバックスは価格引き上げの理由について、1. 家賃・物流費・施設維持費・人件費・研究開発費・新商品を作り消費者に新たな体験を提供したいという戦略などのため、2. 価格を上げることでブランド力を維持するため、3. 飽和状態にあるコーヒー市場における企業の成長維持のためとした。この説明に中国の消費者は納得し、スターバックスはいまも高い売り上げを維持している。

それでは、なぜ高い価格設定にも関わらず、スターバックスは中国で成功しているのか。これについて四つの観点から考える。1点目は経済発展の契機と背景である。中国は1976年に文化大革命に終止符を打つと1978年から改革開放路線を打ち出し、1992年から経済が急速に発展し始めて20年余りが経つ。つまり、経済成長から経済発展の段階に移行した。経済成長とは毎年の経済活動の成果の長期的増大を意味し、経済成長率は国民総生産ないし国民可処分所得の増加の程度で示される。経済成長は、ときに経済発展と同義に用いられることもあるが、経済発展はJ. シュンペーター(Joseph Schumpeter)が『経済発展の理論』で示したように、国民生産力の向上とともに、社会・政治・経済が相関的に向上し、貧困や収入格差が減少することを意味する。それゆえ、経済発展と経済成長は異なる概念として捉えられ、経済発展は富や物質的な繁栄・向上による社会制度や経済制度、そして文化などのあらゆる面での発展的変容の過程を示し、経済成長は経済規模の拡大によって経済活動が活発化するとともに長期的に発展していく過程を示す。スターバックスが中国で事業を開始した1999年は、中国が経済発展の段階に入っており、社会のあらゆる面が発展変容し、文化と習慣も変化していった時期である。経済発展とともに教育レベルも向上し、各地が都市化して農民が減少、代わりに中産階級の人数が増加したうえ、社会の開放化に伴う多様な文化受容、中産階級の西洋文化への傾倒といったことから、13億人強という潜在的市場規模の大きな中国でコーヒーの消費が増加した。都市における個人の使用可能な平均金額(可処分所得)は2005年から2015年にかけて3倍以上増え、これによって人々の日常的消費が多様化した。経済成長による収入の増加ならびに経済発展による社会の多様な面の変容が、スターバックスの市場開拓に好影響を与えたのだ。

政治的背景としては改革開放政策による外資系企業の国内参入奨励がある。国家経営企業や稀有な資源に関する企業の参入は国にとって障害となるが、スターバックスはコーヒーサービス業であり、法律は食品安全法を守るだけでよいために市場拡大がしやすい。また、スターバックスの経営コスト削減努力とマネージングの工夫も見逃せない。スターバックスは2008年、雲南省でコーヒー栽培を開始し、中国での経営コストの削減に着手する。また、コーヒー豆の挽き方、焙煎方法、テイスティングを管理して生産技術を安定させ、コンピュータ技術を用いてシアトルの本部が世界中の支店を効率よく管理している。

2点目としてヒューマニスティックな管理方針が指摘できる。会長兼社長兼CEOのシュルツの方針は「伙伴是最大财富」、つまり正社員もパートも同じ社員とみなして「パートナー」と呼び、「パートナーこそが最大の財産」と考えている。社内では管理職と社員の忌憚のない意見交換、社員の自主的な昇進申請などが可能で、文化的にも多様な社員が働いている。こうした管理方針によって社員のモチベーションを高めている。シュルツは社内に関し、「成功を共有することによって企業は正しい方向に成長する。正しい方向とは、利益と分配のバランスのことである」と述べ、顧客に対して「富裕層だけが輝くのでは中国の未来はないと堅く信じる。私はすべての中国人が人を大切にする心、素晴らしい人間性をもっており、勤勉で努力を怠らない国民であることを知っている」と述べてもいる。
3点目として経営学の観点から製品に注目しておこう。スターバックスは製品ブランドを国際化し、かつ合弁は一切行わない。製品をスーパーマーケットで販売せず、人工の材料は使わず、高級な自然栽培のコーヒー豆を用いている。また、製品のローカライゼーションにおいても、スターバックスは中秋節の月餅、端午の節句のちまき、Teavana (中国茶と混合した特製のお茶)を販売し、高い売り上げを誇っている。

最後に、マーケティングの観点から指摘しておく。まず、ポジショニング(positioning) についてだが、来る10年において中国の中産階級は3.5億人になる。アメリカの全人口を上回る数の中産階級をマーケティングのターゲットに設定し、長期的発展計画を立てている。また、付加価値戦略も機能している。「スターバックスの隣人は心地よい環境を求めていることを知っている」ゆえ「我々は無料のWiFiを提供する。いつでもここに来て、パーティを開いたり、ビジネスパートナーと話をしたり、勉強をしてもらいたい」と述べ、スターバックスの各店舗を「家庭、職場に次ぐ“第三の場所”」と位置づけている。

　以上の各要因から、高い価格設定にも関わらずスターバックスは中国で成功を続けていると考えられる。
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	27.6
	31.7

	2010年
	10.3
	15.7
	18.4
	3.3
	24.5
	1831
	31.3
	38.7
	16.9
	17.4
	19.7
	19.8

	2011年
	9.2
	13.9
	17.1
	5.4
	24.0
	1549
	20.3
	24.9
	1.1
	9.7
	13.6
	14.3

	2012年
	7.7
	10.0
	14.3
	2.7
	20.7
	2303
	7.9
	4.3
	▲10.1
	▲3.7
	13.8
	15.0

	2013年
	7.7
	9.7
	11.4
	2.6
	19.4
	2590
	7.8
	7.2
	▲8.6
	5.3
	13.6
	14.1

	2014年
	7.4
	8.3
	12.0
	2.0
	15.2
	3824
	6.1
	0.4
	4.41
	14.2
	12.2
	13.6

	2015年
	6.9
	5.9
	10.7
	1.4
	9.7
	6024
	-9.8
	-14.4
	11.0
	0.8
	11.9
	15.0

	7月
	
	6.0
	10.5
	1.6
	9.9
	430
	－8.4
	－8.2
	9.6
	5.2
	13.3
	15.7

	8月
	
	6.1
	10.8
	2.0
	9.1
	602
	－5.6
	－13.9
	23.9
	20.9
	13.3
	15.7

	9月
	6.9
	5.7
	10.9
	1.6
	6.8
	603
	－3.8
	－20.5
	5.2
	6.1
	13.1
	15.8

	10月
	
	5.6
	11.0
	1.3
	9.3
	616
	-7.0
	-19.0
	2.5
	2.9
	13.5
	15.6

	11月
	
	6.2
	11.2
	1.5
	10.8
	541
	－7.2
	－9.2
	27.7
	0.0
	13.7
	15.3

	12月
	6.8
	5.9
	11.1
	1.6
	6.8
	594
	－1.7
	－7.6
	17.2
	-45.1
	13.3
	15.0

	2016年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	1月
	
	
	10.3
	1.8
	18.0
	633
	-11.5
	-18.8
	14.1
	-2.1
	14.0
	15.2

	2月
	
	
	10.2
	2.3
	
	326
	-25.4
	-13.8
	-11.3
	-1.3
	13.3
	14.7

	3月
	6.7
	6.8
	10.5
	2.3
	11.2
	299
	11.2
	-7.4
	26.1
	4.0
	13.4
	14.7

	4月
	
	6.0
	10.1
	2.3
	10.1
	456
	-2.0
	-10.5
	21.4
	2.9
	12.8
	14.4

	5月
	
	6.0
	10.0
	2.0
	7.4
	500
	-4.7
	-0.1
	43.6
	-4.8
	11.8
	14.4

	6月
	6.7
	6.2
	10.6
	1.9
	7.3
	479
	-6.1
	-9.0
	8.5
	4.4
	11.8
	14.3

	7月
	
	6.0
	10.2
	1.8
	3.9
	502
	-6.4
	-12.9
	-3.8
	-6.2
	10.2
	12.9

	8月
	
	6.3
	10.6
	1.3
	8.2
	520
	-3.2
	1.4
	13.2
	0.5
	11.4
	13.0

	9月
	6.7
	6.1
	10.7
	1.9
	9.0
	420
	-10.2
	-1.9
	27.9
	-3.6
	11.5
	13.0

	10月
	
	6.1
	10.0
	2.1
	8.8
	488
	-7.4
	-1.3
	-36.9
	0.4
	11.6
	13.1

	11月
	
	6.2
	10.8
	2.3
	8.8
	442
	-1.5
	4.6
	-32.4
	-4.6
	11.4
	13.1

	12月
	6.8
	6.0
	10.9
	2.1
	6.5
	407
	-6.4
	2.6
	21.1
	-627.7
	11.3
	13.5

	1月
	
	
	
	2.5
	16.1
	513
	3.1
	15.4
	5.4
	-6.2
	11.3
	12.6

	2月
	
	
	
	0.8
	
	-91
	-4.8
	38.1
	33.3
	-242.1
	11.1
	13.0

	3月
	6.9
	7.6
	10.9
	0.9
	9.5
	239
	12.3
	19.6
	-1.4
	1.6
	10.6
	12.4

	4月
	
	6.5
	10.7
	1.2
	8.1
	380
	4.2
	11.6
	42.7
	-9.8
	10.5
	12.9

	5月
	
	6.5
	10.7
	1.5
	7.8
	408
	5.5
	14.6
	-5.4
	-8.7
	9.6
	12.9

	6月
	6.9
	7.6
	11.0
	1.5
	8.8
	428
	9.1
	16.3
	14.3
	-2.8
	9.4
	12.9

	7月
	
	6.4
	10.4
	1.4
	6.5
	467
	6.0
	10.9
	10.4
	-15.7
	9.2
	13.2

	8月
	
	6.0
	10.1
	1.8
	3.8
	419
	4.6
	13.6
	－1.8
	6.9
	8.9
	13.2

	9月
	6.8
	6.6
	10.3 
	1.6
	6.2
	286
	7.4
	19.0
	14.5
	14.9
	9.2
	13.1

	10月
	
	6.2
	10.0
	1.9
	3.2
	382
	6.2
	16.8
	104.4
	2.5
	8.8
	13.0

	11月
	
	6.1
	10.2
	1.7
	5.8
	402
	12.3
	18.7
	161.5
	90.0
	9.1
	13.3

	12月
	6.8
	6.2
	9.4
	1.8
	-2.3
	547
	10.7
	5.0
	36.1
	-44.1
	8.2
	12.7


注：1.①「実質GDP増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。
2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、1月と2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意
されたい。また、(　　)内の数字は1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。
　　3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の86%（2007年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易である。⑨と⑩は実施ベースである。
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。
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